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災害時におけるアスベスト対策等について
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災害時のアスベスト対策の概要

2

これまでの経緯
・平成７年 阪神・淡路大震災で倒壊ビルの解体等に伴う石綿飛散が問題となった。
・平成１９年８月 「災害時における石綿飛散防止に係る取扱いマニュアル」のとりまとめ
・平成２３年３月 東日本大震災
・平成２５年６月 大気汚染防止法改正
・平成２８年４月 熊本地震
・平成２８年５月 アスベスト対策に関する行政評価・監視（環境省等に勧告）
・平成２９年９月 「災害時における石綿飛散防止に係る取扱いマニュアル」の改訂

• 災害時には、石綿含有建築材料を使用した建築物等が倒壊・損壊して外部に露出すること
により、石綿が飛散し、住民や災害対応の従事者がばく露するおそれがある。

• 多数の被災建築物等の解体・補修や、大量の廃棄物の処理が行われることから、適切な飛
散防止措置が講じられない場合は、平常時以上に石綿の飛散・ばく露の可能性が高まるこ
とが懸念される。

• 災害時における石綿飛散・ばく露防止に関しては、平常時における準備、災害発生後の応
急措置、被災建築物等の解体・補修や廃棄物処理における飛散防止等の工程が想定される。

→ 関東地方環境事務所では、平成３０年７月に国立環境研究所、埼玉県環境科学国際セン
ター、（一社）建築物石綿含有建材調査者協会と「災害時のアスベスト対策支援に関する合
意書」を締結、管内の被災自治体が実施するアスベスト対策※の支援を行うこととした。

※・被災建築物のアスベスト含有状況調査
・大気中のアスベスト濃度のモニタリング調査
・被災建築物の解体工事におけるアスベスト飛散防止対策
・災害廃棄物の仮置場等における飛散性アスベストの管理 等



 

災害時アスベスト対策支援のための関東ブロック協議会
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• 合意書の枠組に加えて、関東事務所管内の地方公共団体による相互支援の枠組を整えるた
め、令和元年７月３０日に 「災害時アスベスト対策支援のための関東ブロック協議会」を
設置。

協議会における取組事項
○ 各主体が実施又は検討している
災害時のアスベスト対策に関する情
報の共有
○ 行動計画の検討及び策定
○ 行動計画に基づく災害発生時の
連携・協力体制の構築
○ その他

目的
協議会は、関東ブロックにおいて、都県域を越えた連携が必要となる災害発生時に、
環境省、地方公共団体、各種団体等の連携した取組の指針となるアスベスト対策
行動計画について検討・策定を行い、協議会の構成員を中心とした情報共有等の
連携・協力体制を構築することを目的とする。

構成団体
○茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、
神奈川県、新潟県、山梨県、静岡県
○さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、相模原市、新
潟市、静岡市、浜松市
○国立研究開発法人国立環境研究所
○一般社団法人建築物石綿含有建材調査者協会
○一般社団法人日本環境測定分析協会
○環境省関東地方環境事務所
※協議会には市区町村のオブザーバー参加が可能
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2015年9月 「持続可能な開発のための2030アジェンダ」採択
※複数の課題の統合的解決を目指すSDGsを含む。
2015年12月 「パリ協定」採択
※2℃目標達成のため、21世紀後半には温室効果ガス排出の実質ゼロを目指す。

パリ協定の採択

時代の転換点

新たな文明社会を目指して大きく考え方を転換（パラダイムシフト）し、
経済社会システムに環境配慮を織り込み経済・社会の側面でも持続可能な社会にする必要。

資料：国連広報センター
資料：首相官邸HPから

持続可能な社会に向けた国際的な潮流
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地域循環共生圏の概念図

資料：環境省

地域循環共生圏は、環境と経済・社会問題の統合的向上、地域資源を活用したビジネスの創
出や生活の質を高める「新しい成長」を実現するための新しい概念であり、日本発の脱炭素化・
SDGsの実現に向けた考え方。
地域固有の資源を活かし、モノのインターネット化（IoT）や人工知能（AI）等の情報技術も駆
使しながら、地域資源を持続的に循環させる自立、分散型のエリアを形成。
農山漁村も都市も活かし、我が国の地域の活力を最大限に発揮する、私たちが目指すべき持続
可能な社会「環境・生命文明社会」の実現に向けた考え方。

地域循環共生圏の創造による持続可能な地域づくり
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1 地域循環共生圏の創造

第五次環境基本計画の基本的方向性

地方と都市の特性を生かした「地域循環共生圏」の形成を目指す

「Society 5.0」と人の生産性向上が創る「地域循環共生圏」「Society 5.0」と人の生産性向上が創る「地域循環共生圏」

人々が健康で活き活きと暮らし幸せを実感することで、地域が自立し誇りを持ちながらも、他の地
域とも有機的につながることにより、国土の隅々まで豊かさが行きわたる。新たな価値とビジネスで成長を牽引する地域の存立基盤

クラスターEV充放
電管理ビジネス

再エネビジネス（風力）

配電・小売りビジネス

地域間エネルギー流通ビジネス

観光ビジネス
(エコツーリズム、祭

り、文化・歴史)

高齢者向け配
車サービス

地域交通ビジネス
（グリーンスローモビリティ）

衣・食・住にわたるオーガニック・ビジネス
（体に優しくおしゃれなオーガニック素材衣服）
（自分と地球に優しいオーガニック・コスメ）
（オーガニック農産物・水産物等の地産地消・産地直送）
（地元材で人に優しくロングライフな住宅）
（地元オーガニック産品で地域商店街の活性化）

再エネビジネス
（バイオマス）

地 域 循 環 共 生 圏

地 域 循 環 共 生 圏地 域 循 環 共 生 圏

地 域 循 環 共 生 圏

地 域 循 環 共 生 圏

再エネ熱ビジネス
電力アグリゲートビジネス

再エネビジネス（太陽光）

エネルギーの地産地消と
地域間融通

地域再エネビジネス
を支えるシステム

災害時でも安心感のある
エネルギーシステム・ライフライン

地域の魅力を引き出
す交通システム

地域金融・ESG金融・地域ファ
ンドによるビジネス支援

「モノ消費」から「コト消費」へのシフ
トで健康と豊かさと楽しさを

防災・景観・再エネのため
の配電網地中化

「オーナーシップ」 「ネットワーク」 「サステナブル」
＝ 活力あふれる「地域循環共生圏」 ⇒ 「脱炭素化・SDGsの実現、そして世界へ」＝ 活力あふれる「地域循環共生圏」 ⇒ 「脱炭素化・SDGsの実現、そして世界へ」

資源循環ビジネス
（廃棄物、食料、プラ等の先進的リサイクル）

地 域 循 環 共 生 圏

健康ビジネス
（地域包括ケアシステム、農福連携）

デジタル技術による次世代・
高品質 基幹送電網

デジタル技術による次世代・
高品質 基幹送電網

イノベーティブ
なものづくり

イノベーティブ
なものづくり

廃棄物発電
＆熱利用

CO2フリーガス
(水素メタネーション技術)

蓄電池・水素貯蔵

シェアリングビジネス

地域グリッドと基幹グリッド双方が支え
るハイブリッド電力システム IoT活用による

低炭素物流

IoT等による経営資源・製品
等の次世代流通網

IoT等による経営資源・製品
等の次世代流通網

水の循環と調和する地
域コミュニティ

地域経営型のエネルギービジネス地
域資源活用型観光ビジネス

地域課題解決型のビジネス
（既存施設や耕作放棄地等の活用によるビジネス拠点

化・観光資源化、地域教育・人材育成）

廃プラスチックからの再生CO2の原料化

日本の基幹
ものづくり産業
日本の基幹

ものづくり産業

ZEH・ZEB

ソーラー
シェアリング

自律分散型の
「エネルギー」システム

人に優しく魅力ある
「交通・移動」システム

健康で自然とのつながりを感じる
「ライフスタイル」

「災害」に強いまち

「人間の安全保障、次世代・女性のエンパワーメントを基盤に」

新たなバリューチェーンの創造

多様なビジネスの創出

防災インフラと自然の防
災力の相乗効果

気候変動影響による被害の
回避・軽減（適応）

安心と利便性で高齢者や
子育て世代に優しい移動手段

「オーナーシップ」と「ネットワーク」から
なる生命系システム社会

「自立分散」 × 「相互連携」 × 「循環・共生」「自立分散」 × 「相互連携」 × 「循環・共生」

地 域 循 環 共 生 圏

ストックとしての豊かな自然と
その恵みでグッドライフ

グリーンインフラ
Eco-DRR

再エネ活用による
防災・減災拠点整備

適応ビジネス

子育て世代
支援サービス

CO2フリーガスコジェネ

熱融通ビジネス

野遊び
（地域の豊かな自然・景
色・文化を味う）

共感・感動創造（文化・芸
術・歴史・スポーツ）

暗黙知・技や地域価値の再発見
（次世代育成・教育、世代間交流）

暗黙知・技や地域価値の再発見
（次世代育成・教育、世代間交流）

「知の源泉」となる地域の
大学・高専・研究機関

「知の源泉」となる地域の
大学・高専・研究機関

地域循環共生圏（日本発の脱炭素化・SDGs構想）
－ サイバー空間とフィジカル空間の融合により、地域から人と自然のポテンシャルを引き出す生命系システム －
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